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先天性上肢形成不全児に対する義手の試用評価の転帰に関する調査
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抄録
2010 年 1 月～2022 年 9 月末に国立障害者リハビリテーションセンターで実施した先天性四肢形成不

全児に対する義手の試用評価について，27 例の転帰に関する調査を行った．年齢や形成不全肢の状態
を制限せず，1 人あたり平均 2.3 種類の義手を用いて 2 年 9 カ月（中央値）にわたる評価を実施した結
果，18 例が義手の公的支給を受け，9 例が義手を不要と判断した．最初の義手にはパッシブハンド，2 本
目には筋電電動義手，3 本目には作業用義手を導入したケースが多かった．評価開始時の年齢が低く，
片側上肢かつ前腕レベルの形成不全例は義手の公的支給に至る割合が高かった．使用目的が明確な義手
は支給に至る割合が高かった．

1．　背　景
　国立障害者リハビリテーションセンター（以下，当セン
ター）では先天性四肢形成不全外来を開設し，上肢形成不
全と診断された児（以下，児）に対して義手の使用に関す
る評価・検討（以下，試用評価）を実施している1）．当セン
ターの試用評価の特徴は，児の初診時の年齢や形成不全肢
の状態にかかわらず評価を行うことである1）．評価に用い
る義手（以下，評価用義手）には児の発達段階に合わせて課
題解決に適した機能の義手を選択し，義手の種類や数，評
価期間に制限を設けていない1）．このような対応をしている
施設は日本国内では少なく，「誰がどのような義手を必要
としているのか」を明らかにすることを目的として，得ら
れた情報を蓄積している．今回，義手の試用評価を実施し
た児について，転帰に関する調査を行ったので報告する．
本調査は，当センター倫理審査委員会の承認（2022-051）

を受けて実施した．

2．　対象と方法
　対象は 2010 年 1 月から 2022 年 9 月末の間に当センター
病院専門外来を受診した 18 歳未満の先天性四肢形成不全
例のうち，義手の試用評価により，日常生活において義手
の使用が必要か否かの判断に至った児とした．調査項目
は，対象児の属性（対象児の総数，性別，初診時の年齢，
居住地，形成不全肢の状態，当センターで初めて評価用義
手を装着した年齢），試用評価に関する情報（評価用義手
の種類および導入した順番，試用評価の結果および結果を
得た時の年齢）とした．これらの項目を当センターに保管
されている病院診療録・義肢装具製作記録簿・訓練時の記
録映像を基に，後方視的に調査した．
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2-1　本調査における用語の定義
2-1-1　評価用義手
　本調査における評価用義手とは，当センターで処方され
た次の 5 種類の義手である．
① �パッシブハンド：TRS 社製 Greek Series Infant Hand

や今仙技術研究所製 Grippy など，他動的な把持機能
を付与された手先具を用いた義手

② �筋電電動義手：Ottobock 社製小児用筋電電動義手シス
テムを用いた義手

③ �能動義手：ケーブルを介して義手の操作を行う体内力
源式の義手

④ �作業用義手：器械運動など特定の動作の遂行を目的と
し，作業用手先具を用いた義手

⑤ �装飾用義手：①・②に属さない，装飾グローブを用い
た義手

2-1-2　評価期間
　本調査における評価期間とは，次の 2 通りである．
⑴ 義手を必要と判断した対象児の場合
　評価用義手を初めて装着した時から，本人・家族および
主治医・セラピストが日常生活における義手の使用の有用
性を確認し，最初の義手について，公的な支給の申請を必
要と判断した時までとした．
⑵ 義手を不要と判断した対象児の場合
　評価用義手を初めて装着した時から，本人・家族および
主治医・セラピストが日常生活における義手の使用を不要
と判断し，試用評価を終了した時までとした．

2-2　本調査の結果に影響する可能性がある要素
　当センターの試用評価の方針は，開始当初から少しずつ

変化しながら現在に至っている1）．試用評価を開始した
2010年頃は，評価用義手のうち対象児の適応となる可能性
がある義手の評価を行った後，その中から対象児にとって
必要な義手を決定し，支給の申請を行っていた．一方近年
では，初回の評価用義手を導入し日常的に義手を使用して
いることを確認した時点で支給の申請を行い，最初の義手
を支給された後に他の義手の試用評価を継続するケースが
多い．そのため，試用評価を実施した時期によって，評価
期間や，最初の義手の支給を受けるまでに評価した義手の
本数・種類に関する結果が影響を受けた可能性がある．

2-3　評価用義手製作のための財源
　全ての評価用義手は，当センターの運営費で製作した．

3．　結　果
3-1　�対象児の人数・性別・初診時年齢・居住地・形成不

全肢の状態
　対象児の人数・性別・初診時の年齢・居住地・形成不全
肢に関する情報を表 1 に示す．対象児の総数は 27 人で，
男児 14 人（51.9%），女児 13 人（48.1%）であった．初診時
の年齢は 0 歳 2カ月～10 歳 9カ月（中央値 1 歳 7カ月）で，
0 歳台の初診が 12 人（44.4%）と最多であった．1 歳台～4
歳台の初診は 13 人（48.1%）で，5 歳台～7 歳台の初診は
なかった．就学期以降での初診は 2 人（7.4％）で，2 人と
も女児であった．対象児の居住地は東京都が 9 人（33.3%）
と最も多く，神奈川・埼玉・千葉を加えた1都3県で 24人

（88.9％）を占めた．形成不全肢の状態については，23 人
（85.2%）が 1 肢（片側上肢）であった．多肢（2 肢・3 肢・
4 肢）の形成不全は女児の割合が高かった．形成不全上肢
の左右は，左側 14 人（51.9％），右側 9 人（33.3%），両側 4

表 1　対象児の人数・性別・初診時年齢・居住地・形成不全肢の状態（y：歳，m：月）

全体 男児 女児

人数（人） 27 14 13
初診時年齢 範囲 0y2m-10y9m 0y2m-4y7m 0y2m-10y9m

中央値 1y7m 1y8m 1y7m

居住地（人） 東京  9   5   4
埼玉   8   5   3
神奈川  5   2   3
千葉   2   1   1
群馬・新潟・宮城 3（各１）  1   2

形成不全肢の状態（人） 1肢（片側上肢） 23 13 10
2 肢（両側上肢）  1   0   1
3 肢（両側上肢/片側下肢）  1   0   1
4 肢   2   1   1

形成不全上肢の高位（肢） 手関節以遠 13   9   4
（両側 4名を含む 31 肢中） 手関節～前腕 13   5   8

肘関節～上腕  2   0   2
肩関節  2   0   2
フォコメリア（あざらし肢症）  1   1   0
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人（14.8％）であった．形成不全上肢の状態は，両側の 4
人を含む 27 人 31 肢のうち，横軸形成不全の手関節以遠レ
ベルが 13 肢（41.9％），手関節～前腕が 13 肢（41.9％），肘
関節～上腕が 2 肢（6.5％），肩関節が 2 肢（6.5％）であっ
た．またフォコメリア（あざらし肢症）が 1 肢（3.2％）で，
短縮した上腕骨・橈骨・尺骨が癒合し，1 本の残存指が付
着していた．縦軸形成不全例や肘関節低形成例はいなかっ
た．

3-2　試用評価の転帰による対象児のグループ分け
　対象児の試用評価の転帰を表 2 に示す．27 人中 18 人

（66.7%）は日常生活における義手の使用を必要と判断し，
障害者総合支援法の補装具費支給制度による義手の支給を
受けた（以下，「必要群」）．9 人（33.3%）は義手の使用は必
要無いと判断して試用評価を終了した（以下，「不要群」）．
試用評価開始時の年齢は「必要群」で低く，最初の義手申
請時または評価終了時の年齢は「不要群」で高かった．評
価期間の中央値は「不要群」の方が短かった．

3-3　�対象児が用いた評価用義手の種類および導入した順
番と導入時の年齢

　本調査の対象期間中に対象児が使用した評価用義手の種
類および導入した順番・導入時の年齢を表 3 に示す．評
価用義手の合計は 61 具（1 人あたり平均 2.3 具）で，最も
多く使用した義手は筋電電動義手（23 具）であった．全
対象児 27 人中，2 本目の義手を評価した対象児は 22 人

（81.5％），3 本目は 11 人（40.7％），4 本目は 1 人（3.7％）
であった．1 本目～4 本目の義手を導入した時の対象児の

年齢（中央値）は，1 本目の義手では 1 歳 7 カ月，2 本目
では 2 歳 11 カ月，3 本目では 5 歳 6 カ月，4 本目は 3 歳
11 カ月であった．1 本目の義手として使用した種類はパッ
シブハンドが最も多く，2 本目は筋電電動義手，3 本目は
作業用義手が多かった．4 本目に使用した義手は能動義手
であった．1 本目に作業用義手を使用した対象児はいな
かった．また 2 本目以降の義手として装飾用義手を使用し
た児はいなかった．
　義手の種類ごとの導入時の対象児の年齢（中央値）は，
パッシブハンドは 1 歳 2 カ月，筋電電動義手では 2 歳 10
カ月，作業用義手は 4 歳 9 カ月，能動義手は 4 歳 9 カ月，
装飾用義手は 3 歳 2 カ月であった．

3-4　�「必要群」に対し障害者総合支援法により支給された
義手の種類および本数

　本調査の結果では，「必要群」の 18 人全例に対して，障
害者総合支援法の補装具費支給制度により義手が支給され
た．支給された義手の種類および本数を表 4 に示す．18
人に支給された義手の総数は 29 具（1 人あたり 1.6 具）で，
パッシブハンドが 11 具，筋電電動義手が 8 具，作業用義
手が 7 具，装飾用義手が 2 具，能動義手が 1 具であった．
最初の義手を支給された後，さらに異なる機能の義手を申
請したケースは 5 例で，全例が作業用義手であった．

3-5　「必要群」「不要群」に属する対象児の傾向
　「必要群」と「不要群」に属する対象児の傾向を把握す
るため，対象児それぞれの試用評価開始時の年齢・形成不
全上肢の状態・製作した評価用義手の種類について調査し

表 2　試用評価の転帰によるグループ分けおよび各群の特徴（y：歳，m：月）

試用評価の転帰 人数
（人）

評価開始時年齢
（範囲）
（中央値）

評価期間
（範囲）
（中央値）

最初の義手申請時または
評価終了時の年齢
（範囲）
（中央値）

必要と判断
（必要群）

18
0y3m-5y9m 0y2m-6y3m 0y11m-6y9m
1y0m 3y0m 5y8m

不要と判断
（不要群）

 9
0y8m-11y1m 0y6m-7y2m 4y9m-12y6m
4y0m 2y8m 7y5m

表 3　対象児が使用した評価用義手の種類・本数・順番および導入時の年齢（y：歳，m：月）

試用評価に導入した順番

計（具）1本目 2本目 3本目 4本目

導入時の年齢
（範囲） 0y3m-11y7m 0y10m-11y3m 3y0m-11y9m 3y11m
（中央値） 1y7m 2y11m 5y6m 3y11m

評価用義手の
種類

筋電電動義手  6 14   3 0 23
パッシブハンド 18   2   1 0 21
作業用義手  0   4   7 0 11
能動義手  1   2   0 1   4
装飾用義手  2   0   0 0   2
計（具） 27 22 11 1 61
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た．結果を表 5 に示す．試用評価開始時の年齢については，
義手の受入れが良いとされる 2 歳未満2-5） で試用評価を開
始した対象児は，「必要群」で 18 人中 11 人（61.1％），「不
要群」で 9人中3人（33.3％）であった．就学期以降に評価
を開始した対象児 2 人はいずれも「不要群」に含まれた．
形成不全上肢の状態について，義手を継続的に使用する割
合が高いとされる前腕レベル2, 5） の対象児は，「必要群」で
18 人中 11 人（61.1％），「不要群」で 9 人中 2 人（22.2％）
であった．有用な義手が少なく6） 使用中止率が高い2） とさ

れる手関節以遠レベルの対象児は，「必要群」で 18 人中 5
人（27.8％），「不要群」で 9人中5人（55.5％）であった．義
手の使用と同時に代償動作の獲得が必要となる両側上肢7）

の対象児は「必要群」で 18 人中 1 人（5.5％），「不要群」で
9 人中 3 人（33.3％）であった．製作した評価用義手の本
数および種類は，「必要群」では合計 43 具（1 人あたり 2.4
具）で，うちパッシブハンドおよび筋電電動義手が各 15
具（各 34.9％），作業用義手が 9 具（20.9％），能動義手お
よび装飾用義手が各 2 具（各 4.6％）であった．「不要群」

表 4　「必要群」に対して公的に支給された義手の種類と本数

支給された義手の種類と数

パッシブ
ハンド

筋電
電動 作業 装飾 能動 計

最初に支給された数（具） 11 8 2 2 1 24
2 回目以降に支給された数（具）  0 0 5 0 0   5
計（具） 11 8 7 2 1 29

複数種類の義手の同時支給を含む．同一の種類の義手の作り替え（再製作）は含まない．

表 5　対象児の試用評価開始時年齢・形成不全上肢の状態および製作した評価用義手の種類（y：歳，m：月）

対象児
試用評価
開始時の年齢
（y/m）

形成不全
上肢の状態

製作した評価用義手の種類

パッシブ
ハンド

筋電
電動 能動 作業 装飾

義手を必要と
判断した児
（必要群）

A 0/3 前腕※1 ◎※2 ◎
B 0/11 手関節以遠 ○※3 ◎ ○
C 0/6 前腕 ○ ◎ ○ ◎
D 5/9 手関節以遠 ◎
E 0/8 手関節以遠 ○ ○ ◎
F 0/6 前腕 ◎ ◎ ◎
G 0/9 前腕 ◎ ◎ ○
H 0/3 前腕 ◎ ○ ◎
I 0/5 前腕 ○ ◎ ◎
J 3/1 手関節以遠 ◎
K 1/2 前腕 ◎ ◎ ◎
L 3/10 上腕 ○ ◎ ◎
M 4/2 手関節以遠 ◎ ○ ◎
N 0/8 前腕 ◎ ○
O 2/11 フォコメリア ◎
P 2/7 前腕 ◎ ○
Q 2/10 前腕 ◎ ○
R 1/2 前腕 ◎

義手を不要と
判断した児
（不要群）

S 1/7 前腕 ○ ○
T 2/10 手関節以遠 ○
U 0/8 前腕 ○ ○ ○
V 4/0 手関節以遠 ○
W 4/1 手関節以遠※1 ○ ○ ○
X 0/10 手関節以遠 ○ ○
Y 8/2 上腕※1 ○
Z 4/9 手関節以遠 ○ ○
AA 11/1 肩※1 ○ ○ ○

※1 両側上肢形成不全の症例．反対側は義手の試用評価を実施せず．※2 ◎：試用評価を実施して支給に至った義手．
※3 ○：試用評価を実施した義手．
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では合計 18 具（1 人あたり 2 具）で，うち筋電電動義手
が 8 具（44.4％），パッシブハンドが 6 具（33.3％），能動
義手および作業用義手が各 2 具（各 11.1％），装飾用義手
は 0 具であった．
　義手の良い適応とされる「義手装着訓練開始時の年齢が
2 歳未満2-5）」「形成不全上肢の状態が片側上肢かつ前腕レ
ベル2, 5）」という条件を満たす対象児の割合は，「必要群」で
18 人中 8 人（44.4％），「不要群」で 9 人中 2 人（22.2％）で
あった．一方，義手の適応にならない可能性が高いとされ
る「義手装着訓練開始時の年齢が 2 歳以上2, 4）」「形成不全
上肢の状態が両側7），または片側上肢の上腕2, 4）・手関節以
遠レベル2, 4, 8）」という条件を満たす対象児の割合は，「必要
群」で18人中4人（22.2％），「不要群」で9人中6人（66.6％）
であった．
　「必要群」が使用した評価用義手について，試用評価後に
公的な支給に至った義手の本数は，筋電電動義手では23具
中 8 具（34.8％），パッシブハンドは 21 具中 11 具（52.4％），
作業用義手は 11 具中 7 具（63.3％），能動義手は 4 具中 1
具（25.0％），装飾用義手は 2 具中 2 具（100％）であった．

4．　考　察
　義手の使用を希望する先天性上肢形成不全児に対し，形
成不全肢の状態や初診時の年齢，評価する義手の種類に制
限を設けず実施した試用評価の転帰について，後方視的な
調査を行った．当センターで試用評価を実施する児の中に
は，義手の装着自体や継続的な訓練の実施が難しいケース
があるが，本調査の対象児は全てで義手の使用・操作が可
能であり，いわゆる「義手を使える」状態で日常生活にお
ける義手の使用の必要性を評価した．その結果，対象児の
転帰は「必要群」と「不要群」の割合が 2 対 1 になった．
また 1 人あたり平均 2 種類以上の義手を試用し，約 3 年に
わたる訓練を行ったことも明らかとなった．

4-1　�転帰に影響を与える可能性がある要因（初診時の年
齢・形成不全肢の状態）

　過去の文献では，小児の義手の継続的な使用に関わる要
因には，義手の装着開始時期2-6, 9） や形成不全肢の状態2, 4-7），
居住地から訓練施設までの距離6） などがあると報告されて
いる．
　本調査の結果では，義手の試用評価開始時の年齢の中央
値が「不要群」よりも「必要群」で低かったことから，継続
的な義手の使用には早期からの義手装着が良い効果を与え
ることが示唆された．一方で「必要群」の 38.8％は 2 歳以
降に試用評価を開始したことがわかった．当センターの経
験では，児が 2 歳以上の場合，義手の装着や操作，スタッフ
とのコミュニケーションが可能であるため，試用評価がス
ムースに進むことが多い．児が義手を使わない日常生活動
作を獲得している場合には，義手の使用に対する動機付け
が難しい10） が，保育園などの社会活動への参加を手助けす
る機能の義手を試したことが契機となり，日常生活におけ

る義手の使用を有効と感じる例もある10）．これらのことか
ら，2 歳以降で義手の装着を開始する児に対しては，義手
の操作獲得が可能な発達段階にあるという利点を生かして
訓練を実施し，日常生活における義手の使用目的を明確に
して課題解決に適した機能の義手を提供することにより，
継続的な義手の使用につながる可能性があると考える2, 6, 9）．
　対象児の形成不全肢の状態については，「必要群」の
61.1% が義手の良い適応とされる前腕レベル2, 5） であった
のに対し，「不要群」の 77.8％は義手の使用を中止する割
合が高いとされる手関節以遠レベル2, 4, 8） や高位の形成不全
例2, 4） であったことから，前腕の形成不全例は日常的な義
手の使用につながる可能性が高いことが示唆された．一
方，「必要群」の約 4 割が前腕以外のレベルであったこと
から，義手の適応にならないと判断されやすい形成不全の
状態の児であっても，継続的な義手の使用に至る可能性が
あると考える6, 9, 10）．
　本調査では，義手の良い適応とされる 2 歳未満2-5） で義
手の装着を開始した片側前腕形成不全2, 5） の対象児の割合
が「不要群」より「必要群」で高かった．一方，義手の適応
にならない可能性が高いとされる，2 歳以上で義手を装着
し，かつ片側の手関節以遠・上腕または両側上肢形成不全
の対象児の割合は，「必要群」より「不要群」で高かった．
このことから，小児の義手の適応に関する条件について，
義手装着開始時の年齢と形成不全肢の状態を複合的に調査
した場合，本調査の結果は先行研究の報告と同様の傾向で
あったと考える．

4-2　各評価用義手を導入する目的・順番・時期
　本調査の結果では，初回の評価用義手としてパッシブハ
ンドが最も多く処方されており，過去の調査7, 11） と同様の
結果となった．またパッシブハンドを評価した対象児の割
合は「不要群」よりも「必要群」で高かった．一方，筋電
電動義手や能動義手を評価した対象児の割合は「必要群」
よりも「不要群」で高かった．この理由として，対象児の
評価開始時の年齢が「必要群」よりも「不要群」で高かっ
たことがあげられる．当センターの試用評価では，主に月
齢が低い児に対し義手の装着・使用に慣れることを目的と
してパッシブハンドを処方することが多い3, 5, 7, 8, 12）．本調査
の結果では，「必要群」の対象児の多くがパッシブハンド
の適応となる発達段階であった一方，「不要群」では最初
から能動的な義手の適応となる発達段階の児8, 11） の割合が
高く，パッシブハンドを必要としない児が多かった．この
点は，評価した義手の種類が「不要群」よりも「必要群」
で多かったという結果にも影響した可能性がある．
　本調査では，対象児の 81.5％が 2 本目の義手の評価をし
たことがわかった．2 本目の義手には筋電電動義手を導入
した児が多く，その時期は 2 歳 11 カ月頃であった．2 本目
の義手に筋電電動義手が多かったことについては，当セン
ターの対応方針が影響した可能性がある．当センターの試
用評価では，児が能動的な義手を必要とし始めた時に導入
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する義手として，筋電電動義手を第一選択肢としている．
これは，来所する児や家族の多くが筋電電動義手の使用を
希望しており，また操作方法の異なる能動義手と筋電電動
義手を同時に訓練で使用することは幼い児にとっては難し
いと考えているためである．しかし，上腕レベルの症例な
ど筋電電動義手の重量が問題になると推測される場合に
は，能動義手を優先的に導入することがある．小児が能動
義手を使用することは難しいとの報告がある3, 5） が，当セ
ンターで能動義手の評価を実施した児はいずれも問題なく
操作が可能であり，児の身体的な状況や義手の使用場面に
よっては，能動義手も選択肢になり得ると考える．
　本調査の結果では，対象児の 40.7％が 3 本目の義手の評
価を実施したことがわかった．3 本目の義手には作業用義
手を導入した児が 6 割を占め，導入時期は他の評価用義手
よりも高い 5 歳 6 カ月頃であった．当センターの試用評価
では，保育園や幼稚園に通う児から活発に体を動かす遊び
や運動を含む園活動の中で義手を使いたいとのニーズが出
ることがある．その対応として，パッシブハンドや筋電電
動義手を用いた方法，もしくは義手を用いず形成不全肢を
生かした方法などを指導するが，マット運動や跳び箱の実
施には動作の遂行に適した手先具（TRS 社製 mini shroom 
tumblers など）を用いた作業用義手の使用を検討するこ
とがある．本調査の結果では，作業用義手を評価した対象
児は 2 本目または 3 本目の義手として導入しており，作業
用義手の評価実施時にはパッシブハンドや筋電電動義手を
日常生活で使用する習慣を身に付けていたことがわかっ
た．この結果から，運動で義手を使いたいと希望する児の
多くは，日常生活における義手の有用性を感じたことがあ
り，新たな課題に対する解決手段の可能性として義手の使
用を考えた可能性がある．またこの結果は，児の発達段階
において 1 種類の義手では解決できない課題が生じたこと
を示唆している．

4-3　試用評価後に支給へ至る割合が高い義手
　試用評価後に支給へ至る割合が高い義手は，装飾用義手
と作業用義手であった．装飾用義手の支給に至った 2 人は，
初診時に家族または本人から外観を補う目的で装飾用義手
を製作したいという希望があった．また作業用義手の支給
を受けた対象児は，作業用義手を含む複数種類の義手を同
時に支給された場合を除いて，パッシブハンドまたは筋電
電動義手の支給を受けた後に 2 回目以降の申請で支給され
ており，「外観が良く把持機能を有する義手」を使用して
日常生活を経験した結果，「丈夫で，運動時に安心して使
用できる義手」を新たに必要と判断したと考えられる．こ
れらの結果から，小児の義手の支給には明確な使用目的が
あるかどうかが影響することが示唆された．

4-4　義手の試用評価を実施する目的
　本調査では，対象児の 3 分の 2 が日常生活における義手
の使用を必要と考え，3 分の 1 は不要と判断したことがわ

かった．全ての対象児が問題なく義手を使えていたことか
ら，「義手を使える」ことと「生活の中で使う」ことは別
であり5），「義手を使えるけれど使わない」という児が一
定数存在することが明らかとなった13）．本当に義手を必要
としている児に適切な義手が支給されるためには，義手の
必要性について十分な検討を行うことが重要と考える．
　本調査の結果から，児が義手の必要性や必要な義手の機
能を判断するためには，一定の評価期間をかけて複数の異
なる機能の評価用義手を試す必要があることがわかった．
また，児は成長・発達の途中にあり，保育園や幼稚園，就
学など社会活動への参加機会が増加するに伴い義手に求め
られる機能が変化する6, 9） こと，日常生活における義手の
使用が必要と考える児にとって，1 種類の義手では全ての
ニーズを解決できない場合があり，ニーズに合わせた義手
の選択と評価がその都度必要になる可能性があることがわ
かった．また「不要群」の児においても，義手を不要と判
断するまでには「必要群」と同程度の期間と複数種類の義
手を要することが明らかとなった．これらの結果から，誰
が義手を必要としているのか，必要ならばどのような機能
の義手が必要なのかを把握するためには，複数種類の義手
を用いた評価・検討の機会を継続的に設ける必要があるこ
とが示唆された．

4-5　本調査の限界と今後の課題
　本調査では，2 つの点において限界があった．1 点目は，
当センターにおける試用評価の方針が，実施した時期に
よって異なったことである．今後は，試用評価を実施した
時期ごとに分けて，改めて分析を行う必要がある．
　2 点目として，本調査は単一施設における対応の結果に
留まることである．本調査の結果について同一条件で他施
設との比較を行うことは困難であるが，今後は各施設にお
ける取り組みの結果を収集・共有し，施設間での比較が可
能な項目について分析する必要がある．将来的には，日本
国内で小児の義手に対応できる施設が増え，どの児も等し
く必要な評価用義手を試すことができる環境が整うことが
望ましいと考える．

5．　まとめ
　今回，義手の試用評価を行った結果，日常生活における
義手の使用が必要か否かの転帰に至った児における特徴を
明らかにした．本調査の結果は，対象者の形成不全肢の状
態や初診時の年齢，評価期間や使用する義手の個数および
種類に制限を設けずに義手の試用評価を実施した中で得ら
れたものであり，先天性上肢形成不全児に対して必要な支
援を検討するうえで貴重な情報であると考える．今後も当
センターにおける記録の蓄積を継続するとともに，他施設
との情報の共有を図りながら調査・分析を進めていく予定
である．
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Abstract : We report the rehabilitation consequences of 27 children with congenital upper-limb malformation, who 
underwent training for upper limb prostheses use at the National Rehabilitation Center for Persons with Disabilities 
from January 2010 to September 2022.  The mean number of prosthetic hand types used in the trial was 2.3.  The 
median duration of training was 2 years and 9 months.  Eighteen children were provided with upper-limb prostheses 
through the public provision system.  Nine children did not need prostheses.  Most of them used upper-limb prostheses 
with passive hands as first prostheses, and then shifted to use myoelectric prostheses.  In addition, they chose the 
prostheses for sports as the third.  Lower age at the start of trial, unilateral trans-radial deficiency and clear purpose 
of use are key factors for provision through the public provision system.
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